
１．は じ め に

　企業は顧客対応，競争対応，諸活動の全社的統合等を考慮して，自らの

マーケティング活動を遂行しなければならない。このような考え方は，マ

ーケティング活動を営む際に採るべき基本的姿勢，すなわち「マーケティ

ング理念」（marketing concept）として，実務・学術双方の世界において古

くから浸透してきた（e.g. Keith 1960, Hise 1965, McNamara 1972）。しかしマー

ケティング理念は，それが経営哲学の域を出ず，マーケティング実践に対

する指針を提示できなかった点で批判を受けることになる（Kohli & 

Jaworski 1990, Webster 1994）。

　こうした問題を受け，企業の市場対応を具体的な活動レベルで捉えた

「市場志向」（market orientation）なる概念が登場し，1990年代以降，その先
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行条件や帰結に注目する研究，あるいは尺度開発に取り組む研究が盛んに

行われてきた。そして2000年代以降においては，市場志向を，① 顕在的

な顧客ニーズへの適応を目指す「反応型市場志向」（responsive market 

orientation）と，② 潜在的な顧客ニーズの発見・理解・充足を目指す「先

行型市場志向」（proactive market orientation）に分割する研究が多数現れて

いる（e.g. Narver, Slater & MacLachlan 2004, Atuahene-Gima, Slater & Olson 2005, 

Li, Lin & Chu 2008, Bodlaj 2010, Voola & O’Cass 2010, Zang & Duan 2010, Brettel, 

Oswald & Flatten 2012, Hartono 2013, Cai, Liu, Zhu & Deng 2014）。

　近年，多くの研究が市場志向を反応型と先行型に分割しているのは，一

口に「顧客ニーズに対応する」と言っても，顧客が表明したニーズへの適

応と，顧客が気付いていない（あるいは上手く表現できない）ニーズの発見・

創造とでは，求められる組織活動も，結果として獲得できる成果も異なる

と推測されるからである。実際，先行型市場志向に注目した嚆矢的研究で

ある Narver et al.（2004）は，反応型と先行型の市場志向を独立変数，新

製品開発の成功度を従属変数とする実証分析を行い，先行型市場志向のみ

がその成果に有意な影響を及ぼすと主張している 1）。

　このように，マーケティング研究者は四半世紀の間，市場志向とその先

行条件・帰結の関係をより精緻に説明すべく研究を重ねてきた 2）。しかし

残念なことに，近年注目されている先行型市場志向について，日本企業を

対象に実証分析を行った研究は皆無に等しい。そのため，海外企業を対象

に行われてきた実証研究の知見が日本企業においても妥当するのか否かを

チェックすることが急務である。

1）　Narver et al.（2004）の概要やその示唆については，水越（2006a）を参照
されたい。

2）　市場志向研究の系譜に関する包括的なレビュー論文として，猪口（2012）
が挙げられる。
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　本論の目的は，この研究の空白地帯を埋めるべく，日本企業のサーベ

イ・データに基づき，先行型市場志向が企業成果に及ぼす影響を実証的に

解明することである。本論の構成は次のとおりである。はじめに本節に続

く第２節においては，市場志向研究の系譜がレビューされ，問題の所在が

明示される。第３節では，先行型市場志向が企業成果に及ぼすインパクト

について仮説を導出する。第４節においては，仮説の経験的妥当性をチェ

ックすべく，わが国の製造業者から得られたデータを用いて実証分析を行

う。第５節では分析結果の考察が示され，最終節である第６節において，

今後の課題が述べられる。

２．市場志向研究の系譜と問題の所在

⑴　市場志向研究の誕生

　市場志向の先駆的研究である Kohli & Jaworski（1990）は，既存文献レ

ビューや企業インタビューに基づき，市場志向を「市場情報（market 

intelligence）の生成，組織部門間における市場情報の普及，そして，その

情報に対する組織的反応」と定義した。市場情報には，現在および将来の

顧客ニーズや競合他社の動向に関する情報が含まれる。彼らの定義では，

市場情報の収集に始まり，組織内における情報の分析・解釈および他部門

との共有を経て，その情報をマーケティング諸活動に活用するまでの一連

の活動を包摂したものとして市場志向が捉えられている。また彼らはその

後の実証分析によって，市場志向が企業成果（知覚された過去比・競合他社

比の総合成果）に正の影響を及ぼすことを見出している（Jaworski & Kohli 

1993）。

　Kohli & Jaworski（1990）と並び，市場志向の先駆的業績として位置付け

られるのが Narver & Slater（1990）である。彼らは市場志向を「買手に対

する優れた価値の創出と，優れた事業成果の持続に必要な行動を，最も効
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果的・効率的に作り出すための組織文化」と定義し，それは顧客志向，競

合志向，部門間調整の３要素によって構成されると主張した 3）。そして実

証分析を通じて，① 非コモディティ財において，市場志向は企業成果（競

合他社比の ROA）に正の影響を及ぼすこと，② コモディティ財において，

市場志向は企業成果と U字型の関係にあることを見出した。

⑵　市場志向研究における混乱と批判

　以上に挙げた研究が登場して以来，様々な国や産業を対象として，市場

志向に関する研究が精力的に取り組まれてきた。しかし多数の実証研究が

蓄積されるに従い，市場志向と成果の関係について矛盾する分析結果が散

見され始めた。たとえば Jaworski & Kohli（1993），Slater & Narver（1994），

Subramanian & Gopalakrishna（2001），久保（2004），水越（2006b）等は，

市場志向が企業成果に有意な正の影響を及ぼすことを見出したものの，

Greenley（1995），Bhuian（1997），Harris（2001）では，そのような効果は

観察されなかった。さらに経済危機後のタイ企業のサーベイ・データを分

析した Grewal & Tansuhaj（2001）では，市場志向と企業成果の間に負の

関係が発見された 4）。

3）　Narver & Slater（1990）による市場志向の定義や構成要素は，一瞥すると
Kohli & Jaworski（1990）のそれと異なるように見える。しかし Narver & 

Slater（1990）において，顧客志向と競合志向は，顧客や競合他社に関する
市場情報の獲得と組織内普及を，また部門間調整は，顧客に対する価値創造
を目指した，市場情報に基づく組織的努力の調整を意味すると述べられてお
り（p. 21），Kohli & Jaworski（1990）流の定義と実質的には同じであると見
做すことができよう。

4）　また多くの研究は，調査対象企業が直面する環境によって，市場志向と成
果の関係が変化することを想定し，環境諸条件のモデレート効果も検討して
きた。しかしながら，たとえば Jaworski & Kohli（1993）や Slater & Narver

（1994）は，「競争の激しさ」が市場志向と成果の関係をモデレートしないと
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　加えて市場志向研究は，市場志向と企業成果の関係を巡る理論的問題に

も直面する。すなわち既存研究は基本的に，市場志向が企業成果を高める

と仮説化してきたが，顧客ニーズへの固執が組織の革新性を奪う可能性が

あるとして，市場志向の有効性に懐疑的な見方を示す論文も現れたのであ

る（e.g. Hamel & Prahalad 1991, Berthon, Hulbert & Pitt 1999）。また周知のとお

り Christensenらによる一連の研究（Christensen & Bower 1996, Christensen 

1997）は，競争の感覚を研ぎ澄まし，顧客の声に注意深く耳を傾ける優良

企業が，新奇な技術に新たな用途を見出す少数の顧客と，その背後から現

れる巨大な市場機会に対応できずに，競争優位を喪失するメカニズムを解

明したものであった。

　以上に見たように，市場志向研究は1990年代以降，マーケティング理念

を実践に意味のある形で捉え直し実証分析を行ってきたが，「市場志向は

果たして，企業成果を向上させるのか」という点について明確な回答を与

えることができずにいた。市場志向と企業成果の関係を巡るこの混乱を，

市場志向概念の修正によって克服しようとしたのが，次にレビューする

Narver et al.（2004）である。

⑶　先行型市場志向と反応型市場志向

　Narver et al.（2004）は，「市場志向とイノベーションの関係を巡る見解

の不一致は，我々が市場志向をあまりに狭く捉えていることに由来する」

と述べ（p. 335），従来の研究が「顧客が表明したニーズに応える」という，

市場志向の受動的側面にのみ注目してきた点を批判する。そして，顧客が

いう分析結果を得ている一方，Harris（2001）は当該変数が正のモデレート
効果を持つことを，反対に Grewal & Tansuhaj（2001）は当該変数が負のモ
デレート効果を持つことを報告している。このようにモデレート効果の有無
やその方向性についても，研究によって異なる結果が示されている。
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表明した顕在的ニーズへの適応に向けた諸活動を「反応型市場志向」，顧

客が上手く表現できない，あるいは気付いていない潜在的ニーズの発見・

理解・充足に向けた諸活動を「先行型市場志向」とそれぞれ定義し，市場

志向を２つの下位概念に分割した 5）。その上で，競合他社比の新製品成功

度を従属変数，反応型市場志向や先行型市場志向等を独立変数とするサー

ベイ・データの重回帰分析が行われ，先行型市場志向のみが新製品の成功

度に有意な正の影響を及ぼすという結果が得られた。

　これ以降，Narver et al.（2004）は多くの研究に追随されることになっ

た。図表１には，企業成果に対する先行型・反応型市場志向の影響に注目

した主な実証研究の概要が示されている。

　総じてこれらの研究群は，先行型市場志向が直接的あるいは間接的に，

企業成果に望ましい影響を及ぼすことを報告している。さらに反応型市場

志向と比較すると，先行型市場志向は組織・製品イノベーションの新奇性

や急進性と強い関係を持つ傾向も見て取れる（e.g. Li et al. 2008, Bodlaj 2010, 

Zang & Duan 2010, Cai et al. 2014）。ただし Atuahene-Gima et al.（2005）は，

① 先行型市場志向と新製品プログラム成果は逆 U字型の関係にあり，先

行型市場志向の影響はある一定の水準までは順機能的であるが，その水準

を超えた過剰な強化は逆機能的になること，② 先行型市場志向と反応型

市場志向の交互作用効果は負であり，両タイプの市場志向を同時に追求す

ると，かえって成果が悪化することを報告している。

　また石田（2015）は，主要な電子ジャーナル・データベースを用い，図

5）　この定義からも分かるように，Narver et al.（2004）は Narver & Slater

（1990）が示した市場志向概念の３要素（顧客志向，競合志向，部門間調整）
のうち，顧客志向のみを取り上げて市場志向を論じている。それゆえ本来で
あれば，先行型市場志向は先行型「顧客志向」と呼ぶべきであるが，当該研
究領域では先行型市場志向という言葉が定着しているので，本論もその慣例
に従うことにする。
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図表１　先行型・反応型市場志向に関する主な実証研究

独立変数 β 従属変数 調査国

Atuahene-
Gima et al.
（2005）

先行型市場志向
先行型市場志向2

反応型市場志向
反応型市場志向2

先行型×反応型

.17b

－ .15c

－ .06
.19b

－ .26a

新製品プログラム
の成果 アメリカ

Li et al.
（2008）

先行型市場志向
反応型市場志向

－ .06
.32a

漸進的
イノベーション

台　湾
先行型市場志向
反応型市場志向

.20b

.12c
急進的
イノベーション

Bodlaj
（2010）

先行型市場志向
反応型市場志向

.60b

－ .19
組織，マーケティン
グ，製品等の新奇性

スロベニア

先行型市場志向
反応型市場志向
新奇性

－ .08
.41c

.34b
新製品の成果

先行型市場志向
反応型市場志向
新製品の成果

.01

.34

.38b

市場成果
（顧客満足度や
ロイヤルティ）

市場成果 .57b 財務成果
Voola & O’Cass
（2010）

先行型市場志向
反応型市場志向

.40b

.20c
企業成果（競合他社
比の売上や利益）

オーストラ
リア

Zhang & Duan
（2010）

先行型市場志向
反応型市場志向

.58a

.05
企業の革新性

中　国先行型市場志向
反応型市場志向
企業の革新性

.20

.24b

.30a
新製品の成果

Brettel et al.
（2012）

先行型市場志向
反応型市場志向

.50a

.09a 対市場有効性 オーストリア
等，計５カ国

Hartono
（2013）

先行型市場志向
反応型市場志向

.33b

.32b 財務成果
インドネシ
ア先行型市場志向

反応型市場志向
.56b

.38b 非財務成果

Cai et al.
（2014）

先行型市場志向
反応型市場志向

.45a

.30a
漸進的
イノベーション

中　国
先行型市場志向
反応型市場志向

.35a

.17b
急進的
イノベーション

注）　a :  1％水準で有意，b :  5％水準で有意，c :  10％水準で有意。
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表１に示された研究を含む38篇の実証論文を抽出し，メタ分析を行ってい

る。その結果，① 先行型市場志向は組織の革新性を通じて間接的に企業

成果を高めること，② 他方で反応型市場志向は，革新性を介さずに企業

成果を直接向上させること，③ 業種や調査実施国の文化特性は，先行型

市場志向とパフォーマンスの関係をモデレートしないことが報告された。

⑷　問題の所在

　これまでのレビューから明らかなように，既存研究が市場志向を先行型

と反応型に分けるようになったそもそもの理由は，企業成果に対する市場

志向の正の効果を強調する研究と，組織・製品の革新性に対するその逆機

能的な効果を指摘する研究の対立を調停するためであった。この点に関し

て，上記の研究群の知見に基づくならば，暫定的に次のように結論付ける

ことが可能であろう。

①　顧客によって表明された顕在的ニーズへの適応努力（反応型市場志

向）は，確かに企業成果全般に望ましい影響を及ぼす。

②　しかし組織と製品の急進的革新や新奇性に関連する成果は，顕在的

ニーズへの適応努力よりもむしろ，顧客が表現できない，あるいは気

付いていない潜在的ニーズへの対応努力（先行型市場志向）によって規

定される。

　さて，このように既存研究は市場志向に関する知見を深めてきたのであ

るが，先行型市場志向に関する実証研究のほとんどは海外企業を対象とし

たものであり，日本企業を対象に実証分析を行った研究は皆無に等し

い 6）。この点は石田（2015）も指摘するところであり，各国で行われてきた

研究結果の一般性を高める上でも，わが国の企業を対象とした分析が求め
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られている。

　加えて図表１に示したほとんどの研究は，成果と市場志向が線形関係に

あること，そして先行型市場志向と反応型市場志向はそれぞれ独立して成

果に影響を及ぼすことを想定していた。しかし Atuahene-Gima et al.   

（2005）が指摘したように，市場志向と成果は非線形関係にあるかもしれ

ないし，先行型市場志向と反応型市場志向は何らかの交互作用効果を持つ

かもしれない。それゆえ，こうした先行型市場志向─成果間の複雑な関係

が日本企業においても観察されるのか否かをチェックすることが必要であ

ろう。

３．仮説の導出

　前節において述べた課題に取り組むべく，本節では，先行型市場志向と

企業成果の関係に関する仮説が導出される。なお分析単位は事業部（SBU）

であり，企業成果は，図表１の既存研究を参考に「新製品の成果」と「財

務成果」の２側面から捉える。さらに「新製品の成果」は Im & Workman

（2004）に倣い，新製品が他社製品とは異なるユニークな特徴を備えてい

6）　先行型市場志向を取り上げたわが国の希少な実証研究として，小野（2013）
と石田（2014）が挙げられる。小野（2013）は，「マス・カスタマイゼーシ
ョン」と「マス・プロダクション」という２つの生産システムを反応型市場
志向と先行型市場志向にそれぞれ対応させて，企業に求められる市場志向の
タイプやバランスが顧客の期待する製品開発の方向性（「カスタム製品市場
の魅力度」と「革新的新製品市場の魅力度」）に依存することを，消費者デ
ータを用いて解明した研究である。また石田（2014）は，わが国の製造業者
より得られたデータを用いて，先行型市場志向と新製品開発の成功の因果メ
カニズムを分析しており，恐らくは企業データを用いて先行型市場志向に関
する実証分析を行った日本初の研究である。しかし残念ながら，その分析結
果はプロシーディングスにのみ所収されており，また従属変数が新製品開発
の成果に限定されているため，先行型市場志向と企業成果全般の関係につい
ては明らかにされていない。
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る程度を意味する「新奇性」（novelty）と，当該製品が標的顧客にとって

役に立つと知覚される程度を意味する「有用性」（meaningfulness）の下位

概念に分割する。

　また前節で指摘したように，先行型市場志向に関する研究の蓄積がわが

国において遅れていることに鑑み，本論は先行型市場志向に関わる仮説導

出に専念し，反応型市場志向に関する仮説の提唱は，先行型市場志向との

交互作用効果のみに留める。

⑴　線形効果仮説

　既存研究が主張してきたように，先行型市場志向は組織や製品の新奇性

ないし革新性を高め，それを通じて企業成果を向上させると考えられる

（e.g. Li et al. 2008, Bodlaj 2010, Voola & O’Cass 2010, Zang & Duan 2010, Brettel et al. 

2012, Hartono 2013, Cai et al. 2014,  石田2015）。また先行型市場志向は，顧客が

表明できない，あるいは気付いていない潜在的ニーズへの対応努力を意味

するから，そうした努力から生まれた新製品は，事後的に認識・確立され

る顧客ニーズと合致する限りにおいて，製品の有用性も高めることになる

であろう（Narver et al. 2004）。よってここに，以下の３つの仮説が提唱さ

れる。

H1a :  先行型市場志向は，新製品の新奇性に正の影響を及ぼす。

H1b :  先行型市場志向は，新製品の有用性に正の影響を及ぼす。

H1c :  先行型市場志向は，財務成果に正の影響を及ぼす。

⑵　非線形効果仮説（H1bおよび H1cの競合仮説）

　H1a～ H1cはすべて，先行型市場志向の水準が高まるほど，それに比

例して成果も増加することを想定している。しかし先行型市場志向がある
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一定の水準を超えると，それは新製品の有用性や財務成果に悪影響を及ぼ

し始めるかもしれない。というのも，先行型市場志向を過剰に追求する

と，新奇性は高いが顧客ニーズから乖離した新製品が開発されたり，費用

を回収できないままに未利用のアイデアのみが組織内に氾濫したりするた

めである（March 1991, Atuahene-Gima et al. 2005）。このように，先行型市場

志向と新製品の有用性の関係，および先行型市場志向と財務成果の関係

は，それぞれ逆 U字型の非線形関係になる可能性がある。以上の可能性

を考慮し，ここに H1bおよび H1cの競合仮説として，H2aおよび H2bを

それぞれ提唱する。

H2a :  先行型市場志向と新製品の有用性は，逆 U字型の関係にある。

H2b :  先行型市場志向と財務成果は，逆 U字型の関係にある。

⑶　反応型市場志向との交互作用効果仮説

　最後に，先行型市場志向と反応型市場志向の交互作用を検討する。第２

節の議論から示唆されるように，反応型市場志向は，自社製品を顧客の顕

在的ニーズにフィットさせる原動力となりうるが，企業が反応型市場志向

のみを追求すると，新奇なアイデア・製品の創出や市場変化への機敏な対

応が困難になるかもしれない。他方で先行型市場志向は，顧客の顕在的ニ

ーズに拘束されない新奇なアイデア・製品の開発に高い効果を発揮する一

方で，企業が先行型市場志向のみに専心すると，製品・市場に関する既存

知識の活用が妨げられ，顧客ニーズにフィットしない製品が開発されてし

まうリスクが高まると予想される。したがって先行型市場志向と反応型市

場志向は，各々固有のメリットとデメリットを持ち，それぞれのメリット

が他方のデメリットを打ち消し合う関係にあると考えることができる。も

しそうであるならば，先行型市場志向は，高い反応型市場志向を備えてい
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る組織においてこそ，新製品の有用性や財務成果を向上させるはずであ

る。

　ただしこの点に関しては，正反対の予測も成立しうる。たとえば

Atuahene-Gima et al.（2005）は，上記の予測に基づいて先行型市場志向と

反応型市場志向の交互作用効果を検討したが，米国企業を対象とした分析

の結果，新製品の成果に対するその効果は負であった。この点について彼

らは，先行型と反応型という異質な市場志向を同時に追求すると，組織の

負荷とコストが大きくなるために成果が悪化すると解釈し，またその傍証

として，実際の企業においては，１つの製品開発チームが「漸進的な製品

改良」と「ラディカルな新製品の開発」を同時追求することは稀で，これ

ら２つのタスクは別々のチームに割り当てられる傾向にあることを指摘し

ている 7）。

　このように先行型市場志向と反応型市場志向の交互作用効果を巡って

は，① 双方の市場志向は補完関係にあり，それらを高度に両立させるこ

とで成果が高まるという考え方と，② その正の効果よりも，双方の両立

を目指す過程で発生する負荷とコストの方が大きいために成果が悪化す

る，という考え方が存在する。とはいえ上述した Atuahene-Gima et 

al.（2005）の指摘に基づけば，タスクの異なる２つの市場志向を単一のチ

ームないしプロジェクトの中で両立させ，高い成果を得ることは一般に困

難であると推測できる。反対に，２つの市場志向に正の交互作用効果が見

出されるとすれば，それは目的や任務の異なる複数のチームないしプロジ

ェクトを包摂したより
4 4

高次の分析単位を設定し，それらの総合的な成果に

7）　加えて Atuahene-Gima et al.（2005）は，先行型市場志向と反応型市場志
向を同時追求する「市場に敏感な」（market sensitive）企業は，それだけ成
果目標も高く設定しているために，知覚される成果水準を低く回答する傾向
にあった可能性も指摘している。
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注目した場合になるであろう（Gupta, Smith & Shalley 2006） 8）, 9）。以上の推論

に基づき，２つの市場志向は，事業部レベルの財務成果に対しては正の交

互作用効果を発揮しうると考え，ここに H3を提唱する。

H3 :  先行型と反応型の市場志向は，財務成果に対して正の交互作用

効果を持つ。

　本節において提唱された以上の仮説群を経験的にテストすべく，次節に

おいては実証分析が行われる。

４．実 証 分 析

⑴　調査の概要

　前節の仮説群が，基本的に製造業者を念頭に提唱されたことを踏まえ

て，わが国の製造業者（事業部）を対象とした質問紙郵送法によるサーベ

イを実施し，その回収データに基づき分析を行う。

　サンプリングにおいては，まず日本経済新聞社のデータベース『日経

NEEDS Financial QUEST』より，全ての株式上場・店頭公開製造業者，

計1,419社を抽出した。次にダイヤモンド社の『D-VISION NET』の組織図

8）　具体的に述べると，２つの市場志向が正の交互作用効果を発揮できるとす
れば，それは急進的な革新を追求するチームないしプロジェクトと，漸進的
な改良を追求するチームないしプロジェクトが存在し，各々の知識や学習が
相互に好影響を及ぼす場合ということになる。

9）　Gupta et al.（2006）は市場志向を直接扱った研究ではないが，２つの市場
志向と親和性の高い２つの組織学習方法，すなわち探索（exploration）と活
用（exploitation）の両立可能性を検討している。そしてこれら２つの組織
学習の同時並行的追求が成果に及ぼす影響は，分析単位をどのように設定す
るのか（個々人や組織内の１つのサブシステムに注目するのか，それともよ
り高次の集計レベルに注目するのか）に依存すると述べている。
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データベースと各社の有価証券報告書を手掛かりとして，職能制組織を採

用している企業についてはその主力事業を，また複数の基幹事業部を擁す

る企業については，各社の組織図，有価証券報告書に記載された事業セグ

メント概要，および企業ウェブサイトの事業紹介やその記載順より推測さ

れた２つの主力事業部を，それぞれ調査対象とした（ただし賃貸事業等のサ

ービス部門はサンプルから除外している）。以上のステップを経て，1,419社の

1,739事業部に質問票が配布された 10）。

　質問票は2015年２月に送付され，208票の返信があった（回収率12.0％）。

欠損値のある回答票（14票）や，回答辞退のために返送された質問票（16

票）を除いた有効票は178票，有効回答率は10.2％であった 11）。

　図表２には，各構成概念の測定尺度が示されている。このうち先行型市

場志向および反応型市場志向は，Narver et al.（2004）に依拠して尺度が開

発された。また，新製品の新奇性と有用性の尺度は Im & Workman（2004）

を参考に作成され，調査においては新奇性と有用性を漠然と尋ねるのでは

なく，１つの具体的な製品を想定して回答するように求めた。またその際

には，回答者が成功した製品を取り上げて回答しようとする「社会的望ま

しさによるバイアス」（social desirability bias）を極力回避するために，「少

なくとも６か月以上販売されている製品のうちで，最も直近に開発された

製品」を想定し，回答するように要請した（Olson, Warker & Ruekert 1995 ;  

10）　質問票は，社長室，経営企画室，事業本部等の高次の組織部門に送付し，
その上で，主力事業に関して主要顧客との取引関係に精通している方に転
送・回答してもらうように依頼した。

11）　有効回答票の業種構成は，食品・飲料が24票（13.5％），化学・ゴム・プ
ラスチックが35票（19.7％），窯業・土石製品が９票（5.1％），鉄鋼・非鉄金
属・金属製品が24票（13.5％），汎用・生産用・業務用機械器具が23票（12.9
％），電子部品・デバイス・電子回路が９票（5.1％），電気・情報通信機械
器具が22票（12.4％），輸送用機械器具が16票（9.0％），その他・不明が16票
（9.0％）であった。
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図表２　各構成概念の測定尺度

概　念 測　定　尺　度

財務成果

営業利益率は，主たるライバル企業よりも高い。
営業利益は，３年前よりも増加している。
売上成長率は，主たるライバル企業よりも高い。
売上高は，３年前よりも増加している。

新製品の
新奇性

競合他社製品と比べて，その新製品は画期的であった。
競合他社製品と比べて，その新製品は高い革新性を備えていた。
その新製品は，業界の一般傾向とは大きく異なる特徴を備えて
いた。

新製品の
有用性

その新製品は，競合他社製品よりも顧客のニーズにマッチして
いた。
その新製品は，競合他社製品よりも顧客の期待に良く応えてい
た。
その新製品は，競合他社製品よりも顧客に高い価値を提供して
いた。

先行型
市場志向

顧客自身が気付いていない新たなニーズの発見に努めている。
顧客がうまく言葉で表現・伝達できないニーズへの対応に，ビ
ジネス・チャンスを見出そうとしている。
ブレーン・ストーミングを通じて，製品の使用方法や使用目的
に関する様々なアイデアを発案・検討している。
重要な市場トレンドから，将来の顧客ニーズに関する洞察・ヒ
ントを引き出そうと努めている。
将来の顧客ニーズを見通すために，先進的なユーザーの行動を
注意深く観察している。

反応型
市場志向

事業目的は，顧客満足を第一優先に設定されている。
定期的かつ体系的に顧客満足度を測定している。
貴社の競争戦略は，「顧客ニーズの理解」をベースに策定され
ている。
自社製品に対して寄せられた顧客の不満問題を，職能横断的に
議論・共有している。

注）　いずれも６点尺度で測定。
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Im & Workman 2004） 12）。

⑵　測定尺度の信頼性と妥当性

　実証分析の準備として，まず無回答バイアス（Armstrong & Overton 1977）

をチェックすべく，回収期限内に返送された回答群（n＝116）とそれ以後

に返送された回答群（n＝62）に分けて各項目の平均値を比較したが，統

計的な有意差は見られず，無回答バイアスを問題視する必要はないと判断

された。

　続いて Podsakoff & Organ（1986）に従い，コモンメソッド・バイアス

の有無を Harman’s one-factor test によって検討するために，５つの構成概

念の全測定尺度（統制変数を除く）について，固有値１以上を抽出条件とす

る探索的因子分析（回転なし）を行った。その結果，５つの因子が抽出さ

れ，第１因子の寄与率も32.11％と低い値を示したため，コモンメソッド・

バイアスが大きな問題にはならないことが示された。

　最後に，測定尺度の信頼性と妥当性をチェックする。図表３に示されて

いるように，クロンバックのα係数および CR（合成信頼性）は概ね .80以

上の値を示しており，測定尺度の信頼性は十分に高い。さらに確認的因子

分析を実行したところ，x2＝224.00（p＜ .01），x2/df＝1.58，CFI＝ .96，

GFI＝ .89，RMSEA＝ .06であり，モデルの適合度は許容範囲内に収まっ

た。またいずれの AVE（平均分散抽出度）も .50以上であり，かつ全ての因

子間相関係数の自乗値が各因子の AVEを下回っていることから，収束妥

当性および弁別妥当性に関する Fornell & Larcker（1981）の基準も満たさ

れている。

12）　回答対象製品について，「少なくとも６か月以上販売されている」という
条件を加えたのは，製品の成果に関するフィードバック時間を確保する必要
があったためである。Bonner & Worker（2004）を参照のこと。
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⑶　重回帰分析に基づく推定

　以上の手続きを踏まえて，各構成概念に対応する測定尺度群の単純平均

を以て変数を操作化し，実証分析を行う。操作化後の各構成概念間の相関

係数および記述統計量は図表４のとおりである。

　分析に際しては，新製品の新奇性，新製品の有用性，および財務成果を

従属変数，先行型市場志向と反応型市場志向それぞれの１次項と２次項，

そして各市場志向の交互作用項を独立変数とする重回帰分析を実行する。

このうち，各市場志向の２次項と交互作用項については，変数を作成する

前に平均値に基づくセンタリングを施している。また分析においては，変

数無視のバイアスを回避するために，業界平均比の相対シェア，市場成熟

図表３　因子間の相関係数，α係数，CR，AVE

１ ２ ３ ４ ５ α CR AVE

1．財務成果 1.00 .79 .81 .53

2．新製品の新奇性 .39a
1.00 .93 .93 .83

3．新製品の有用性 .38a .63a
1.00 .93 .93 .82

4．先行型市場志向 .35a .49a .48a
1.00 .85 .86 .55

5．反応型市場志向 .40a .34a .32a .72a
1.00 .80 .81 .52

注）　a :  1％水準で有意。

図表４　構成概念間の相関係数および記述統計量

１ ２ ３ ４ ５ 平均 SD

1．財務成果 1.00 3.68 1.09

2．新製品の新奇性 .33a
1.00 3.88 1.25

3．新製品の有用性 .35a .61a
1.00 4.34 0.98

4．先行型市場志向 .26a .46a .45a
1.00 3.80 0.86

5．反応型市場志向 .31a .28a .27a .59a
1.00 4.04 0.89

注）　a :  1％水準で有意。
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度，消費財ダミー，および各事業部が属する業界ダミーを統制変数として

導入する 13）。

　図表５には，これらの変数を用いて重回帰分析を行った結果が示されて

いる。各モデルについて検討すると，まず新製品の新奇性を従属変数とす

るモデルの推定結果からは，先行型市場志向の１次項が有意な正の影響を

及ぼしていることが見て取れる。したがって H1aは支持された。

　次に，新製品の有用性を従属変数とするモデルにおいては，先行型市場

志向の１次項に正の有意な影響力が見出された。これは H1bを支持する

結果である。他方でその２次項は非有意となり，H2aは棄却された。

　最後に，財務成果を従属変数としたモデルを検討する。まず先行型市場

志向の１次項の効果は非有意となり，H1cは棄却された。他方で先行型市

場志向の２次項については，H2bの予測どおり有意な負の影響が見出さ

れた。

　さらに先行型市場志向と反応型市場志向の交互作用項は，財務成果に有

意な正の影響を及ぼしており，H3は支持された。なお，この交互作用効

果を Aiken & West（1991）に基づき下位検定した結果を示せば，図表６の

とおりである。この検定は，反応型市場志向の水準を－2SD，－1SD，平

均，＋1SD，＋2SDと変化させた場合に，先行型市場志向の偏回帰係数が

どのように変動し，また各条件の下でその係数が有意になるか否かをチェ

13）　相対シェアと市場成熟度はそれぞれ，「貴事業部の市場シェアは，業界の
平均的なシェアよりも大きい」，「当該業界の市場は成熟している」の６点尺
度で測定した。また消費財ダミーは，当該製造業者が消費財メーカーであれ
ば１，それ以外であれば０を設定した。業界ダミーは「食品・飲料」，「化
学・ゴム・プラスチック」，「窯業・土石製品」，「鉄鋼・非鉄金属・金属製
品」，「汎用・生産用・業務用機械器具」，「電子部品・デバイス・電子回路」，
「電気・情報通信機械器具」，「輸送用機械器具」，「その他・不明」の計９カ
テゴリーについてのダミー変数を設定した。
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図表５　重回帰分析の結果

従属変数 新製品の新奇性 新製品の有用性 財務成果
切　　片 1.19 （1.99）b

2.44 （5.21）a
1.58 （5.70）a

先行型市場志向 0.57 （4.52）a
0.46 （4.67）a －0.05 （0.43）

先行型市場志向2 －0.10 （0.92） －0.09 （1.02） －0.22 （2.34）b

先行型市場志向×
反応型市場志向

0.09 （0.59） －0.09 （0.77） 0.35 （2.45）b

反応型市場志向 0.02 （0.15） －0.01 （0.09） 0.21 （1.87）c

反応型市場志向2 0.08 （0.69）   0.22 （2.53）b －0.05 （0.55）
業界平均比
のシェア

0.16 （2.43）b
0.11 （2.00）b

0.34 （5.70）a

市場成熟度 －0.11 （1.66）c －0.11 （2.07）b －0.06 （0.92）
消費財ダミー 0.18 （0.72） －0.35 （1.77）c

0.22 （0.98）
化学・ゴム・
プラスチック

0.54 （1.77）c
0.54 （2.21）b

0.42 （1.55）

窯業・土石製品 1.02 （2.25）b
0.23 （0.64） 0.17 （0.43）

鉄鋼・非鉄金属・
金属製品

0.53 （1.60） 0.34 （1.31） 0.66 （2.27）b

汎用・生産用・
業務用機械器具

0.11 （0.32） 0.16 （0.58） 0.53 （1.73）c

電子部品・デバ
イス・電子回路

－0.13 （0.29） 0.34 （0.97） 0.26 （0.68）

電気・情報通信
機械器具

0.51 （1.55） 0.25 （0.96） 0.46 （1.57）

輸送用機械器具 －0.53 （1.44） －0.00 （0.02） 0.32 （0.99）
その他・不明 －0.07 （0.19） 0.12 （0.42） 0.06 （0.18）

F　　値
Adj-R2

VIF最大値

5.13a

.27
3.62

4.97a

.26
3.62

4.82a

.26
3.64

注）1．各セル内の数値は非標準化係数を，括弧内は t値の絶対値を示している。
　　2．a :  1％水準で有意，b :  5％水準で有意，c :  10％水準で有意。
　　3．業界ダミーの効果は，「食品・飲料業界」をベース・カテゴリーとしている。



204

ックする，というものである。検定の結果，反応型市場志向の水準を平均

から－1SD，－2SDへと下げていくと，先行型市場志向の効果はより大き

な負の値をとるようになり，かつそれらの効果はそれぞれ10％水準，5％

水準で有意となった。反対に，反応型市場志向の水準を平均から＋1SD，

＋2SDへと上げていくと，先行型市場志向の財務成果への影響力は負か

ら正へと転換し，かつその係数は10％水準，5％水準でそれぞれ有意とな

った。

５．考　　　察

　前節における実証分析の結果を踏まえつつ，以下，市場志向の効果に関

する幾つかのファインディングスとその示唆について述べる。

　まず先行型市場志向は，新製品の新奇性のみならず，その有用性をも高

める効果を有している。既存研究は，先行型市場志向が新製品の新奇性や

革新の急進性と強い関係を持つことを強調してきた（e.g. Li et al. 2008, 

Bodlaj 2010, Zang & Duan 2010, 石田 2015）。しかし先行型市場志向は，少なく

とも日本企業においては，顧客ニーズの深い理解や潜在的ニーズへの対応

図表６　財務成果に対する交互作用効果の下位検定

反応型市場
志向の水準

先行型市場志向
の偏回帰係数

－2SD －0.66 （2.22）b

－1SD －0.36 （1.89）c

平均 －0.05 （0.43）

＋1SD 0.26 （1.79）c

＋2SD 0.57 （2.29）b

注）1．グラフは，「∂財務成果／∂先行型市場志向＝－0.05＋0.35 反応型市場志向」の軌
跡を示している。

　　2．表の括弧内は t値の絶対値。b :  5％水準で有意，c :  10％水準で有意。

1

0.5

0

－0.5

－1

反応型市場志向の水準（SD）
－2 －1 0 1 2

∂財務成果
∂先行型市場志向
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努力を通じて，顧客に「役立つ」と知覚される製品の市場化にも貢献して

いるのである。

　次に，先行型市場志向は，ある一定の水準までは財務成果の向上に寄与

するが，その水準を超えて過度に追求すると，財務成果に逆機能的な影響

を及ぼし始める。これは Atuahene-Gima et al.（2005）の分析結果とほぼ同

じである。企業が先行型市場志向の追求を通じて革新的な製品，組織運営

プロセス，あるいはマーケティング・プログラムを考案できたとしても，

その試みが顧客のニーズや期待に合致するものでなければ，革新に要した

コストを回収できず，財務成果が悪化してしまうと考えられる。

　またもう１つの解釈として，先行型市場志向と財務成果には，本論の想

定と正反対の因果関係が作用している可能性もある。すなわち Cyert & 

March（1963），Lant, Milliken & Batra（1992），Greve（1998），Baum, 

Rowley, Shipilov & Chuang（2005）が指摘するように，組織には「過去の

自身の成果やライバルの成果を基準として，その後の行動を決める」とい

う学習パターンが存在しており，現在の成果が凋落傾向にある企業ほど，

その不満足な成果の改善を企図して，より革新的あるいはリスキーな試み

（先行型市場志向）に注力するのかもしれない 14）。

　最後に先行型市場志向と反応型市場志向の交互作用効果に注目する。分

析結果によると，財務成果に対する先行型市場志向と反応型市場志向の交

互作用効果は正であった。ここで，当該効果を視覚的に理解できるよう

に，先行型市場志向と反応型市場志向それぞれの１次項，２次項，交互作

14）　なお，もしこのように「財務成果が低い企業ほど，先行型市場志向を強化
する」という負の成果フィードバック過程が存在しているならば，本論で見
出された財務成果に対する先行型市場志向の負の影響力は過大に推定されて
いるかもしれず，内生性の問題を考慮すると本来の影響力はより小さくなる
可能性があることには留意が必要であろう。
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用項，そして切片項の推定結果に基づき，財務成果の予測値を算出すると

図表７のようになる。

　このグラフから見て取れるように，反応型市場志向の水準が低い場合に

は，先行型市場志向の水準も低い方が財務成果は高くなり，反対に反応型

市場志向の水準が低いままに先行型市場志向のみを強化すると，財務成果

は著しく低下する。同じように，先行型市場志向の水準が低いままに反応

型市場志向のみを強化しても，財務成果は悪化する。よって２つの市場志

向が財務成果を向上させるのは，各々の水準を同じレベルに保ちつつ，そ

れらの水準をセットとして引き上げていく場合に限られる，ということに

なる 15）。

　以上の結果は，「既存の知識・アイデアの活用や洗練化」と「新奇な知

識・アイデアの探索」の両立が，組織の環境適応に不可欠であると述べた

March（1991）の見解を支持するものである。すなわち，先行型市場志向

15）　ただし先行型市場志向の２次項の係数が負であるため，先行型市場志向の
強化が財務成果に及ぼす効果は逓減的である。

図表７　財務成果に対する先行型市場志向と反応型市場志向の効果
3

2

1

0

－1

－2

財
務
成
果
の
変
化

先行型市場志向の水準
注） 1．重回帰分析の際にセンタリングした変数は，１～６の水準に再変換している。
　     2．反応型市場志向の水準が 1，3，5の場合の軌跡は割愛している。

1 2 3 4 5 6

反応型市場志向＝6

反応型市場志向＝4

反応型市場志向＝2
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と反応型市場志向は高いレベルで両立させることが望ましく，さらに各市

場志向の追求パターンについては，「一方の市場志向の水準をまずは高め，

それを終えてから他方の市場志向の水準も高める」という断続平衡的な強

化ではなく，「双方の市場志向の水準を１つのセットとして引き上げる」

という同時並行的な強化が，成果向上にとって重要になると考えられ

る 16）。

６．今後の課題

　本論の結びとして，今後に残された課題を２つ挙げることにしたい。

　第１の課題は，市場志向と成果の因果関係を業界ごとに分析することで

ある。本論の分析において，各企業が属する業界固有の効果は切片ダミー

として処理された。しかし小野（2013）が指摘するように，顧客が期待す

る製品開発の方向性と，その対応に求められる市場志向の質は，業界によ

って異なるかもしれない。したがって今後は，市場志向の企業成果に対す

る影響が業界によって変化するかどうかをチェックする必要がある。

　第２の課題は，先行型市場志向の先行条件を解明することである。たと

えば，Narver et al.（2004）はその結論において，「持続的競争優位の確立

を目指すのであれば，先行型市場志向を備えることが重要だ」（p. 344）と

述べるにとどまっており，企業が先行型市場志向を備えるための具体的な

処方箋を用意していない。また，その後に先行型市場志向の先行条件を，

市場環境，組織の文化，あるいは戦略に求める研究が現れてはいるものの

（e.g. Voola & O’Cass 2010, Herhausen 2011, Wang, Zeng, Di Benedetto & Song 

2013），石田（2015）が指摘するように，いずれの議論も断片的であり，研

究の蓄積は十分とは言えない。したがって，これらの既存研究を手掛かり

16）　なお，２つの市場志向の具体的な両立方法や連動方法については，猪口
（2011）の事例研究を参照されたい。



208

としつつ，先行型市場志向の先行条件を統合的に説明することが求められ

よう。

　［付記］ 　本論で使用したデータのサーベイは，MEXT科研費（24530539）の助
成を受けて行われたものである。
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